
 

 

 

 

「国立病院・労災病院等の在り方を考える検討会」報告書（案） 

 

＜はじめに＞ 

独立行政法人国立病院機構（以下「国立病院機構」という。）が設置・運営する国立病院

と独立行政法人労働者健康福祉機構（以下「労働者健康福祉機構」という。）が設置・運営

する労災病院の在り方については、「厚生労働省独立行政法人・公益法人等整理合理化委員

会」報告書（平成 22 年 12 月 27 日）で、「国立病院機構と労働者健康福祉機構は、傘下の

病院のネットワークの統合や個別病院の再編、整理のために、「国立病院・労災病院等の在

り方を考える検討会（仮称）」を設置して検討を始め、１年を目途に結論を得る。」とされ

たため、この検討会が設置され、全ての国立病院と労災病院について、①政策医療を提供

する病院としての存在理由、②公的病院としての存在理由（民間病院としては経営的に担

えないのか否か、病院ネットワークに組み入れる必要性があるか否か、など）といった観

点から一体的、総合的に見直すこととされた。 

そこで、この検討会では、これまで８回にわたる議論を重ねるとともに、国立病院機構

旭川医療センター、労働者健康福祉機構北海道中央労災病院、同病院せき損センターを視

察して当該病院の職員と意見交換も行った。 

今般、これまでの議論、検討の結果をまとめたので、ここに報告する。 

 

１ 国立病院と労災病院の現状等 

 

両病院の在り方を検討する上で、両病院の現状等を認識しておく必要があるため、両

病院の現状等について記述する。 

 

(1) 国立病院の現状等 

① 概要 

   ○ 国立病院は、公務員型独立行政法人である国立病院機構が設置・運営していて、

病院数 143、病床数 55,981 床（平成 23 年４月１日現在）、職員数 53,700 名（平

成 24 年１月１日現在）である。 

また、平成 23 年度予算額は 8,968 億円で、このうち、運営費交付金は約４％

にあたる 362 億円である。運営費交付金の内訳は、国期間分の退職給付費用が 317

億円で運営費交付金の 88％を占め、このほか、臨床研究事業 30 億円、教育研修

事業６億円、病院内保育所運営事業３億円、災害医療２億円で、診療事業につい
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ては、採算面等から民間の病院では提供されないおそれのある医療を実施してい

るにもかかわらず、診療収入等の自己収入により運営がなされている。 

○ 国立病院機構は、上記に記載の全国 143 病院を一つの法人として運営している。

結核、重症心身障害、筋ジストロフィー等のセイフティネット分野の医療や４疾

病５事業などの医療を提供するとともに、国立病院機構の全国的な病院ネットワ

ークを活用し、ＥＢＭ（根拠に基づく医療）研究の推進など臨床現場と一体とな

った大規模臨床研究、迅速で質の高い治験の推進（特に入院治療をはじめとする

難易度の高い治験）、質の高い医師、看護師等の育成、臨床・研究と一体となった

医療従事者の資質向上のための教育研修を実施している。 

○ 平成 23 年３月に発生した東日本大震災では、発生直後より全国的なネットワ

ークを活用して、災害急性期の医療活動を迅速に展開するとともに、継続的な医

療支援を行うため、被災地へＤＭＡＴ（災害時に活動できる機動性を持った医療

チーム）、医療班など医師、看護師等（延べ約 9,500 人日；平成 23 年 11 月末現

在）を派遣し、被災者の避難所で延べ 11,242 人に対して巡回診療等を実施した。

また、東京電力福島第一原子力発電所の事故発生後、福島県の要請を受けた厚生

労働省の依頼により、国立病院機構は他団体に先駆けて迅速に福島県に医師、放

射線技師等を派遣し、住民に対する放射線スクリーニングを 11,413 人に実施し

た。 

 

② 業務と経営の現状 

ア 診療事業 

○ 結核、重症心身障害、筋ジストロフィーに対する医療、心神喪失者等医療観

察法に基づく医療など他の設置主体では実施されないおそれのある医療を提

供している。全国で国立病院機構が占める病床数の割合は、結核38.3％、重症

心身障害38.1％、筋ジストロフィー95.6％、医療観察法に基づく医療66.9％（平

成23年４月現在）となっている。 

また、提供する医療内容をみると、重症心身障害については、民間病院等と

比較して重症度の高い患者を多く受け入れている。結核については、民間病院

等と比較して多剤耐性結核患者を多く受け入れている。 

○ 都道府県が策定する医療計画を踏まえ、４疾病５事業（４疾病：がん、脳卒

中、急性心筋梗塞、糖尿病、５事業：救急医療、災害医療、へき地医療、周産

期医療、小児医療）を中心に地域の医療水準の向上に取り組むとともに、紹介

率・逆紹介率の向上や、地域連携クリティカルパスの実施等により地域の医療

機関との連携・強化に取り組んでいる。 



 

 

○ 各病院での政策医療等の実施状況は、資料１のとおり。 

 

イ 臨床研究事業 

○ 医療の標準化の推進のため、国立病院機構の全国的な病院ネットワークを活

用して、臨床評価指標の改善と公表、診療情報データベースの構築や臨床現場

と一体となった大規模臨床研究を実施するとともに、具体的成果の情報発信を

行っている。近年では、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）発生の際に、新型

インフルエンザワクチンに関する研究を行い、国のワクチン備蓄方針決定や国

内承認用量をＷＨＯ推奨用量に変更するための承認申請に不可欠な情報収集

を実施するなどワクチンに係る有効性・安全性の情報収集を行った。 

○ 治験コーディネーター（ＣＲＣ）の増員や医師主導治験の体制整備を行い、

国立病院機構の全国的な病院ネットワークを活用して大規模な治験を実施す

るなど、治験・臨床研究の活性化に取り組んでいる。特に、入院治験をはじめ

とした難易度の高い治験を積極的に実施し、過去２年間に承認された新医薬品

222 品目のうち 114 品目(51.4％)の治験に参画するなど、ドラッグラグ解消に

向けた治験の推進に貢献している。 

 

ウ 教育研修事業 

○ 医師のキャリアパス制度の確立に向けた取組として、国立病院機構の全国的

な病院ネットワークを活用して、初期臨床研修修了後の専門領域の研修システ

ム構築にいち早く着手し、後期臨床研修制度（専修医制度）の運用を開始する

とともに、各領域の専門性に秀でた指導医による実地研修として「良質な医師

を育てる研修」を実施するなど、質の高い医師を育成するための様々な取組を

行っている。 

○ 将来の政策医療分野を担う人材の育成を行うため、医師については、初期臨

床研修について、複数施設での連携プログラムを実施することで、重症心身障

害や筋ジストロフィーなどのセイフティネット分野の研修を実施している。ま

た、看護師については、附属看護師等養成所のカリキュラムで、重症心身障害

や筋ジストロフィー領域の看護に関する教育、実習等を行っている。 

○ 高度な看護実践能力を持ち、スキルミックスによりチーム医療を提供してい

くことのできる看護師を育成するため、学校法人との連携により新構想の看護

教育、診療看護師（特定看護師（仮称））の養成を全国に先駆けて行っている。 

○ 日本の治験・臨床研究の活性化に貢献し、質の高い治験を推進するため、Ｃ

ＲＣ等を対象とした研修を実施し、中核となる人材や初級ＣＲＣ等の養成を行



 

 

っている。 

○ さらに、地域医療に貢献するため、地域の医療従事者を対象とした研修会や

地域住民を対象とした公開講座等を実施している。 

 

エ 国家レベルでの健康危機管理への対応 

○ 災害の発生や新型インフルエンザ等新興・再興感染症の勃発等、公衆衛生上

の重大な危害に対し、厚生労働省や地方自治体と連携し、迅速かつ適切に対応

して公衆衛生の確保を図っている。 

○ 具体的には、国立病院機構本部の指令により、発災後速やかに医療班を派遣

し、また、本部に情報を集約することにより、効率的・効果的に医療班の活動

を調整している。 

  また、災害の発生に備え、ＤＭＡＴを育成するため、厚生労働省の委託を受

け、厚生労働省ＤＭＡＴ事務局を担う災害医療センターで「日本ＤＭＡＴ隊員

養成研修」を実施している。 

○ さらに、平成 21 年の新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）発生に際しては、

国のワクチン政策の決定に寄与するのみならず、水際対策として、厚生労働省

の要請に基づき、全国の検疫所・停留施設に対し、55 病院から医師 237 名、看

護師 282 名を派遣した。 

 

オ 経営の現状 

○ 採算面等から民間病院では提供されないおそれのある医療を実施している

にもかかわらず、診療収入の増加や人件費・材料費の伸びの抑制等の様々な取

組の成果により、法人全体としては、平成 17 年度以降、６期連続で黒字経営

を達成している。 

黒字病院の比率も、平成 16 年度の独立行政法人化時には全体の約 46％（黒

字：71 病院、赤字：83 病院）であったが、平成 22 年度には約 86％（黒字：123

病院、赤字：20 病院）に増加している。 

借入金残高も、平成 16 年度当初は、7,471 億円であったのが、2,340 億円減

尐し、平成 22 年度末現在では 5,131 億円となっている。 

    ○ 運営費交付金については、平成 16 年度に 520 億円であったのが、平成 23 年

度では 362 億円となり、158 億円（30％）減尐している。また、運営費交付金

の約９割は、国期間分の退職手当など過去債務精算事業であり、診療事業に係

る運営費交付金については、不採算である政策医療を実施しているにも関わら

ず、国費の投入なく、診療収入等の自己収入により黒字運営がなされている（平



 

 

成 23 年度では、災害医療（医薬品の備蓄等）の２億円のみとなっている。さ

らに、平成 24 年度予算案では診療事業に係る運営費交付金は措置されていな

い。）。 

○ また、国立病院機構は、独立行政法人国立印刷局、独立行政法人造幣局と並

び、公経済負担（基礎年金給付金（基礎年金拠出金）に係る国庫負担２分の１

相当額）と整理資源（恩給期間に係る退職給付債務の積立金不足を補う負担）

を負担することとされている数尐ない法人の一つである。なお、公経済負担に

ついては、平成 16 年度の独立行政法人化時には 61 億円であったものが、制度

変更に伴い負担割合が３分の１から２分の１に引き上げられたこともあり、平

成 22 年度では 115 億円と大幅に増加している。 

 

(2) 労災病院の現状等 

① 概要 

○ 労災病院は、非公務員型独立行政法人である労働者健康福祉機構が設置・運営

していて、病院数 32（２分院含む）、病床数 12,832 床、職員数 14,090 名（いず

れも平成 23 年４月１日現在）となっている。 

また、労災病院事業（診療事業）に係る平成 23 年度予算額は 2,755 億円であ

るが、不採算である政策医療を実施しているにもかかわらず、国費の投入なく、

診療収入等の自己収入により運営がなされている。なお、労災疾病に係る調査研

究事業や全国９カ所に設置されている勤労者予防医療センター、本部人件費等に

ついては、運営費交付金により措置されている。 

○ 労働者健康福祉機構は、上記に記載の全国 32 の病院を一つの法人として運営

している。労災補償政策の医療面のセイフティネット機能として、じん肺、せき

損など従来型の労災疾病や、アスベスト関連疾患、メンタルヘルスなど今日的な

課題となっている疾病に対する高度・専門的医療の提供に加え、労災疾病に係る

調査研究、被災労働者の早期職場復帰に向けた先導的医療の実践、メンタルヘル

ス、過労死予防など産業保健の実践、労災保険給付に係る業務上外の決定等での

医学的判断の基礎の提供など、採算面等から民間病院では提供されないおそれの

ある医療を提供している。 

○ また、都道府県が策定する医療計画を踏まえ、４疾病５事業を中心に地域の医

療水準の向上に取り組むとともに、紹介率・逆紹介率の向上や地域連携クリティ

カルパスの実施等により地域の医療機関との連携・強化に取り組んでいる。 

○ 平成 23 年３月に発生した東日本大震災では、病院グループのネットワークを

活用して、被災地へＤＭＡＴ、医療チームなど医師、看護師等（延べ 315 人）を



 

 

派遣するとともに、東京電力福島第一原子力発電所での作業員の健康管理や一次

救急医療対応のため医師（平成 24 年１月末現在 88 人）を派遣するなど、被災地

の医療の確保等に重要な役割を果たしている。 

○ 各病院での政策医療等の実施状況は、資料２のとおり。 

 

② 業務と経営の現状 

ア 労災疾病に係る調査研究 

○ 労災病院は、病院グループのネットワークを活用することで、蓄積された多

数の労災疾病等に係る臨床データや疾病と職業の関連性に係る情報を用いて、

じん肺など依然として多くの労働災害が発生している疾病に加え、産業構造、

職場環境等の変化に伴い労働者の新たな健康問題として社会問題化している

アスベスト関連疾患やメンタルヘルスなど労災疾病等 13 分野で、疾病と職業

の因果関係、すなわち、労働者災害補償保険法に基づく業務上外の診断法や鑑

別診断法等の臨床研究を実施するとともに、具体的成果の情報発信を行ってい

る。 

○ こうした診断法や鑑別診断法等は、迅速・適正な業務上外の労災認定や的確

な労災医療の提供が、全国斉一的に行われるための土台となるものであること

から、国の関与の下、労災病院に行わせているものであり、じん肺に合併した

肺がんのモデル診断法の開発や、中皮腫等のアスベスト関連疾患の救命率の向

上を目指した早期診断・治療法、予防法の開発などを行い、成果をあげている。 

 

イ 被災労働者の早期職場復帰に向けた先導的医療の実践 

○ 労災病院は、戦後間もない頃からリハビリテーションを日本に先駆的に導入

した実績を有している。被災労働者の早期職場復帰に向け、企業と連携しなが

ら、被災労働者に対し、医師、看護師、理学療法士、作業療法士や医療ソーシ

ャルワーカーなどのチームによるリハビリテーション等を提供している。 

○ また、がんや生活習慣病など労働者の多くが罹患している疾病について、就

業と治療の両立支援に取り組んでいる。 

 

ウ メンタルヘルス、過労死予防など産業保健の実践 

○ 労災病院は、労働者の新たな健康問題として社会問題化しているメンタルヘ

ルス、過労死について、予防医療の観点から、メンタルヘルス不調予防対策と

して、労働者を対象とする心理カウンセラーによる対面型カウンセリング・電

話相談の実施や、企業等を対象とする研修会や講習会等を実施するとともに、



 

 

過重労働による健康障害防止対策として、医師を中心に保健師、管理栄養士、

理学療法士等の専門スタッフによる各種指導、講習会等を実施している。 

○ また、医師の３割弱が産業医資格を有していることを活かし、企業に対し、

各種の産業保健サービスを提供している。 

 

エ 労災保険給付に係る業務上外の決定等での医学的判断の基礎の提供 

○ 労災病院は、労災補償政策の円滑な遂行の観点から、行政からの求めに応じ

て、労災認定や行政訴訟に必要な業務上外に係る医学的意見書の作成、鑑別診

断等を行っている。 

○ また、労災疾病に係る調査研究の成果等を活かし、医学的知見を踏まえた労

災認定基準の策定等に協力をしている。 

 

オ 研究成果等の普及・教育 

○ 労災病院は、労災疾病に係る調査研究の研究成果等について、国内外関連学

会での発表をはじめ、地域の労災指定医療機関等との症例検討会、ホームペー

ジによる情報提供、講演活動や冊子の発行など多様な経路を通じて、医療関係

者等に対する普及・教育に取り組んでいる。 

○ また、病院グループのネットワークを活用し、初期臨床研修と初期臨床研修

修了後の専門領域の研修制度としての後期臨床研修を積極的に推進していて、

こうした臨床研修の中で、労災医療について講義を行うほか、労災症例につい

て積極的に関わらせるようにしている。さらに、外部医師を対象とするアスベ

スト関連疾患やじん肺に関する技術研修等も実施し、こうした取組を通じて、

労災医療に精通した医師の養成を進めている。看護師については、労働者健康

福祉機構が設置・運営する労災看護専門学校のカリキュラムで、労災医療に関

する教育を行うとともに、労災病院を中心に実習を行うなどの取組を行ってい

る。 

 

カ 経営の現状 

○ 労災病院は、平成 16 年度の独立行政法人移行の際の資産の再減価償却や、

個別労災病院の再編に伴う５廃止病院の欠損、サブプライムローン破綻等によ

る退職給付費用の増加、平成 20 年度まで交付されていた病院建設に係る施設

整備補助金による高水準な投資による減価償却費の増加等により、平成 22 年

度の累積欠損金は 371 億円にのぼっている。 

○ 一方、損益の状況をみると、労災補償政策の医療面での実施主体としての役



 

 

割を担いつつ、上位施設基準の取得などによる医業収益の向上や、人件費抑制・

適正な人員配置、共同購入による経費削減や投資水準の見直し等の取組により、

平成 22 年度には、独立行政法人移行後、初の単年度黒字を計上するなど、着実

に改善が図られてきている。 

黒字病院の比率も、独立行政法人移行時には全体の約 14％（黒字：５病院、

赤字病院：31 病院）であったが、平成 22 年度には、約 44％（黒字：14 病院、

赤字病院：18 病院）に増加している。 

○ 厚生年金基金については、高い予定利率（基本部分 5.5％、加算部分 4.75％）

や給付水準等により、その維持が困難となっている。 

 

２ 国立病院・労災病院の在り方について 

 

ここでは、上記１でまとめた国立病院と労災病院の現状等を踏まえつつ、「厚生労働省

独立行政法人・公益法人等整理合理化委員会」報告書で示された検討課題、すなわち、

全ての国立病院と労災病院について、 

(1) 政策医療を提供する病院としての在り方 

(2) 公的病院としての在り方（民間病院としては経営的に担えないのか否か、病院ネ

ットワークに組み入れる必要性があるか否か） 

(3) 両法人の統合 

(4) 個別病院の再編・整理 

(5) 両法人の連携の強化 

(6) 財政支援の在り方 

(7) その他考慮すべき事項 

について、検討した結果をまとめた。 

 

(1) 政策医療を提供する病院としての在り方 

○ 国立病院と労災病院は、政策医療を提供する病院として、国の政策上必要と判断

された事業については、新規の取組や採算をとることが困難なものであっても、率

先して実施している。例えば、結核、重症心身障害、筋ジストロフィーやアスベス

ト関連疾患など、他の設置主体では提供されないおそれのある医療を提供している。 

このように、両病院は、国が医療政策や労災補償政策上必要と判断した事業につ

いて、その実施主体として、引き続き率先して実施するべきである。 

○ また、国立病院や労災病院は、政策医療そのものの提供に加え、治験等を含む臨

床研究の実施や、全国斉一的な労災認定基準の確立等のための業務上外の診断法や



 

 

鑑別診断法等の開発等を行い、政策医療に係る診療指針等を策定して、外部（民間

の病院等）への発信等を行っている。さらに、政策医療の中には、専門家を育てる

ことが難しい分野もあることから、政策医療を担う人材育成に取り組むとともに、

国家レベルでの緊急事態には医師等の派遣など必要な対応を行っている。 

このように、両病院は、治験を含む臨床研究の実施、国の医療政策等に係るエビ

デンス・診療指針、モデル等の策定や外部への発信、政策医療に係る研修等の政策

医療を担う人材の育成、国家レベルでの緊急事態への対応など、国の医療政策や労

災補償政策を総合的に支える病院であるべきである。また、このような診療や研究

をベースとした政策医療を総合的に提供していくためには、病院ネットワークの枠

組は不可欠と考える。 

○ なお、政策医療の範囲については、例えばメンタルヘルスなど、疾病構造の変化

等に対応して、固定的には捉えず、時宜に応じて検討していく必要がある。 

○ さらに、国立病院と労災病院は政策医療だけを提供すればいいということでは全

くなく、一般医療も併せて提供していくことが必要である。政策医療だけでは病院

経営は成り立たないこともあるが、医師等の臨床技能の維持・向上や、医師等の確

保・養成、必要な検査・治療機械の整備、さらには地域の医療水準の向上や災害時

対応能力の涵養という観点からも、一般医療の提供は不可欠である。 

 

(2) 公的病院としての在り方 

国立病院と労災病院は、公的病院として、４疾病５事業等をはじめ、民間病院では

提供することが困難な医療の提供、医師の養成等を行っている。また、都道府県の医

療計画の下、それぞれの地域で、一般医療も含め、患者の紹介・逆紹介や医療機器の

共同利用などの医療連携に取り組み、地域の患者サービスや医療水準の向上に寄与し

ている。 

このように、両病院は、政策医療を提供するだけでなく、一般医療も含め、地域の

医療機関との連携を強化し、地域の患者サービスや医療水準の向上・発展に寄与する

取組を更に進めるべきである。政策医療だけではなく、一般医療も着実に実施し、地

域で支持され、地域医療の中で公的病院としてのしかるべき役割を果たしていくこと

は、患者サービスの向上につながり、ひいては地域医療にとっても、また広い意味で

の医療政策にとっても、重要である。 

 

(3) 両法人の統合 

○ 両法人の統合について、そのメリットとデメリットを比較してみると（資料３参

照）、メリットとしては、本部管理部門の一定のスリム化、医薬品や医療機器等の



 

 

より円滑な共同購入の実施、臨床例や調査のデータ量が増えることによる臨床研究

への効果、両病院間の診療連携の円滑化等が考えられる。一方、デメリットとして

は、組織の肥大化によるガバナンスの低下や機動的な対応等の遅れへの懸念、目的

や成り立ち等が異なる組織の統合による組織の混乱や職員の士気の低下等が考え

られる。 

また、仮に両法人を統合しようとする場合には、両法人の職員の給与水準、加入

している社会保険制度等が異なるため、労働条件を統一するための労使間の調整に

時間や労力を要するほか、労働者健康福祉機構が抱える累積欠損金の取扱いの調整、

経営状況が異なる病院間の財政調整をはじめとする組織管理手法の一元化、各種シ

ステムの一元化又は再構築等には、多くの時間、労力や費用を要し、業務の停滞を

招きかねないとも考えられる。                      

○ このように、メリットとデメリットを勘案しつつ、統合しようとする場合の調整

や課題・懸案解消に必要な時間、労力や費用等を考えると、両法人を直ちに統合す

ることは困難と考える。 

このため、まずは、両法人は、それぞれ課題、懸案の解決に取り組む一方、両法

人間の連携方策をより強化することにより、法人統合を行う場合と同様の効果を目

指していくことが適当と考える。 

なお、将来の統合も視野に入れた両法人の在り方について、社会情勢の変化、医

療ニーズの変化等を踏まえて、引き続き検討していくことが必要と考える。 

 

(4) 個別病院の再編・整理 

○ 国立病院と労災病院の個別病院の再編・整理については、こうした病院は政策医

療を提供しているだけでなく、一般医療も提供し、地域医療を支えていることから、

個別地域事情を離れて単なる病院数の多寡といった観点で議論するのではなく、ま

ずは、地域医療の中での当該病院の位置づけ・役割、地域住民の声等を重視して議

論すべきである。また、近接している病院について、単に近接しているからといっ

て統合すべきという問題でもない。 

すなわち、個別病院の再編・整理という問題は、地域医療の中で考えるべき問題

であり、他の設置主体を含めた地域医療の中での当該病院の役割、位置づけなどそ

れぞれの地域医療の実態を踏まえて、個別に慎重に検討すべきである。 

○ なお、「厚生労働省独立行政法人・公益法人等整理合理化委員会」報告書では、「国

立病院のうち８つの中核的な病院は、政策医療を担うものとしての位置付けは理解

できるが、それ以外の病院については、ヒアリングにおいて、公的病院としての存

在理由が明確に説明されなかった」とされているが、資料１・２により、全ての国



 

 

立病院と労災病院については、各々が政策医療を担う病院としての機能を果たして

いることを確認した。 

 

(5) 両法人の連携の強化 

○ (3)で述べたように、まずは、法人統合を行う場合と同様の効果を目指して、次の

ような事務、事業について、両法人間の連携の推進、強化が重要である。 

① 医薬品や医療機器等の共同購入 

② 治験の共同実施 

③ 診療情報等のシステムの相互利用、医学的知見や症例データの共有化 

④ 人事交流 

○ また、地域の中で、国立病院と労災病院だけでなく、他の設置主体の医療機関も

含め、患者の紹介・逆紹介等を通じて医療機関間の連携を強化していくことが必要

である。 

○ 特に、メンタルヘルス、過労死予防、就業と治療の両立支援など、労災病院だけ

でなく国立病院でも取り組めるテーマについて、症例データの共有化など連携して

取り組んでいくことが必要である。 

 

(6) 財政支援の在り方 

国立病院は、国期間分の退職手当等の退職給付費用や採算が見込めない臨床研究事

業、教育研修事業や災害医療（医薬品等の備蓄経費）については交付金を受けている。

労災病院も、労災疾病に係る調査研究事業等については交付金を受けているが、両病

院とも、診療事業については、採算面等から民間の病院では提供されないおそれのあ

る医療を実施しているにもかかわらず、診療収入の増加等に努めていて、運営費交付

金は交付されていない。 

政策医療に対する財政支援については、両法人は、今後も引き続き、診療収入の増

加等に努めるものとするが、それでもなお不足する部分について、財政支援の目的、

範囲等を明確にして効率的に行うべきである。また、診療報酬でも、政策医療につい

て適切に評価されることが必要である。 

 

(7) その他考慮すべき事項 

今後、両法人が、各々の課題、懸案の解決に取り組む一方、両法人間の連携方策を

より強化することにより、法人統合を行う場合と同様の効果を目指していくに当たり、

労災病院については、以下のとおり、政策医療の強化と経営の改善に取り組んでいく

べきである。 



 

 

 

① 労災疾病に係る調査研究 

○ この調査研究は、迅速・適正な業務上外の労災認定や的確な労災医療の提供が、

全国斉一的に行われるための土台となるものであり、労使双方から、その進展や

成果に期待が寄せられていて、従来型の労災疾病について、引き続き一定程度行

う必要があるが、今後は、より今日的課題となっているアスベスト関連疾患やメ

ンタルヘルス、過労死などに、限られた予算・人員を選択・集中していくことが

必要である。 

○ このため、今後、労災補償政策上、特に重要な研究分野に絞り込むなど、調査

研究の重点化や、研究分野ごとにばらつきがみられる症例収集・分担研究のネッ

トワークの適正化といった効率的・効果的な調査研究に向けた見直しを行うなど、

研究の強化を図るべきである。 

 

② 被災労働者の早期職場復帰に向けた先導的医療の実践 

被災労働者の早期職場復帰に向けたリハビリテーションや就業と治療の両立支

援等は、その進展について労使双方から期待が寄せられていて、国立病院と連携し

ながら、引き続き、取り組んでいくべきである。 

 

③ メンタルヘルス、過労死予防など産業保健の実践 

メンタルへルス、過労死予防対策は国民的課題であることから、国立病院と連携

して、引き続き、取り組んでいくべきである。また、医師の３割弱が産業医資格を

有し、地域の産業保健関係者とのネットワークを有する労災病院が、ニーズの高い

地域を中心に、企業に対し、チーム支援を含む組織的な産業医サービスの提供に取

り組んでいくべきである。 

 

④ 労災保険給付に係る業務上外の決定等での医学的判断の基礎の提供 

国の労災補償政策を総合的に支える病院として、労災認定や行政訴訟に必要な業

務上外に係る医学的意見書の作成や医学的知見を踏まえた労災認定基準の策定等

に協力していくべきであり、今後は、全国均てん化の観点から、労災病院未設置の

労働局での医学的意見書の作成の枠組みを病院グループ内に構築することや、業務

上外の認定や主治医では判断の難しい疾病について確定診断できる専門医など行

政需要のある医師の育成を推進するなど、一層の取組を進めるべきである。 

 

 



 

 

⑤ 研究成果等の普及・教育 

研究成果等の普及・教育は、迅速・適正な業務上外の労災認定や的確な労災医療

の提供が、全国斉一的に行われるための土台づくりであり、今後は、全国均てん化

の観点から、地域ブロックごとに情報発信の拠点となる労災病院を配置するなど病

院グループのネットワークの活用強化を通じた普及・教育など、一層の取組を進め

るべきである。 

 

⑥ 労災病院の経営改善について 

○ 独立行政法人移行後、着実に労働者健康福祉機構の損益は改善し、赤字病院の

割合は減尐しているが、依然として、平成22年度で371億円にのぼる多額の繰越

欠損金や厚生年金基金の高い予定利率といった経営面の課題が存在する。 

○ このため、平成28年度までを目途に繰越欠損金の解消を着実に進めるため、ガ

バナンスの一層の強化を図り、職員の意識改革、収入・支出対策、労働条件の見

直し、適正な投資水準の確保などの経営改革を通じて、経営の更なる改善、効率

化を図るべきである。 

○ 特に、予定利率（基本部分5.5％、加算部分4.75％）が高い厚生年金基金につ

いては、経営にも大きな影響を与えていることから、国への代行返上や給付水準

の見直し等を早急に検討すべきである。 

 

＜おわりに＞ 

検討会としては、今後、この報告書を踏まえた国立病院と労災病院の改革が進められる

ことを強く期待する。 

なお、平成23年９月より、行政刷新会議で、独立行政法人の制度・組織の見直しに係る

検討が行われ、その結果を踏まえて、平成24年１月20日に閣議決定された「独立行政法人

の制度・組織の見直しの基本方針」では、国立病院機構と労働者健康福祉機構は、現在の

独立行政法人とは異なる新たな固有の根拠法に基づき設立される法人へ移行し、国が担う

べき政策医療等について、国全体として無駄のない効率的な医療提供体制の下で、医療法

の体系も踏まえ、国が適切に関与しつつ、確実に実施するとともに、自律的かつ効率的な

経営の実現を目指すこととされた。 

この新たな固有の根拠法に基づく法人制度は、この報告書と方向性を同じくするものと

考えるが、今後の新法人制度の具体的な制度設計に当たっては、この報告書の趣旨を十分

に踏まえたものとすることを併せて期待する。 


